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千葉県経常建設共同企業体取扱要綱 
 

平成７年１１月７日制定 

最終改正令和７年３月２７日 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、千葉県が発注する建設工事に係る経常建設共同企業体の取扱い

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定 義） 

第２条 この要綱において、経常建設共同企業体（以下「経常ＪＶ」という。）とは、

中小建設業の振興を図るため、優良な中小建設業者が継続的な協業関係を確保する

ことにより、その経営力・施工力を強化することを目的として結成された共同企業

体であり、千葉県が発注する建設工事の施工を目的としているものをいう。 

（構成員数） 

第３条 経常ＪＶの構成員の数は、２又は３社とする。 

（構成員の資格） 

第４条 経常ＪＶの構成員は、次の各号に該当する者でなければならない。 

（１）登録を受けようとする業種（以下「当該業種」という。）の建設業許可と有効

な経営事項審査結果を有していること。 

（２）登録を受けようとする千葉県建設工事等入札参加業者資格者名簿（以下「資格

者名簿」という。）において、資格者名簿の有効期間の前に当該業種の入札参加

資格審査を申請した者、又は登録されている者。 

（３）当該業種についての施工実績を有する者。 

（４）当該業種に対応する建設業法の許可業種につき、許可を有しての営業年数が３

年以上ある者。 

（５）当該業種に係る監理技術者又は主任技術者が存し、工事の施工に当たっては、

法令の定めるところにより、これらの技術者を工事現場ごとに専任で配置できる

者。 

（６）中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条の要件を満たす中小企業であ

る者。 

（７）県内に本店又は建設業法に基づく主たる営業所を有する者。 

（組合せ） 

第５条 経常ＪＶの結成時及び資格審査の申請時において、次の各号に該当する者の

組合せでなくてはならない。 

（１）当該業種全てについて同一等級又は直近等級に属する者。 

（２）当該業種全てについて新たに経常ＪＶに付される等級が、構成員の等級のうち

の最上位等級又は直近上位等級となる者。 

（結成方法） 

第６条 自主結成とする。 

（登 録） 

第７条 一の企業が資格者名簿に登録することができる経常ＪＶの数は、一とするも

のとする。 

（出資比率） 

第８条 構成員のうち、最小の出資者の出資比率は、当該経常ＪＶの構成員数に応じ、

次の割合以上でなければならない。 
 
 

 
構成員数 最小出資比率 

２社 ３０％ 

３社 ２０％ 

（代表者） 

第９条 代表者は、構成員において決定された者とし、その出資比率は、構成員中最

大でなければならない。 
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（入札参加資格審査申請等） 

第10条 経常ＪＶは、別に定める期日に、電子情報処理組織を使用した建設工事等一

般競争入札参加者及び指名競争入札参加者の資格審査の申請後、入札参加資格審査

申請書（経常建設共同企業体）を印刷し、次の各号の添付書類、経常建設共同企業

体協定書（別記第１号様式）及び当該協定書第８条に基づく協定書（別記第２号様

式）を添付し、知事に提出して審査を受けなければなければならない。 

  但し、資格者名簿に登録されている者の経常ＪＶにあっては、第１号から第３号

及び第５号から第１０号の添付書類の添付は不要とする。 

（１）全ての構成員の営業所一覧表 

（２）全ての構成員の工事経歴書（入札参加希望業種のみ） 

（但し、建設業許可に係る変更届出書に添付した工事経歴書の記載内容と同じ場合

は省略することができる。） 

（３）全ての構成員の建設業労働災害防止協会の加入証明書の写し（但し、加入して

いない構成員のものは必要ない。） 

（４）全ての構成員のＩＳＯの要求事項の適合に係る登録証の写し（但し、登録のな

い構成員のものは必要ない。） 

（５）全ての構成員の障害者雇用状況報告書の報告者控えの写し又は報奨金及び在宅

就業障害者特例報奨金支給申請書の申請者控えの写し（但し、報告又は申請を行

っていない構成員のものは必要ない。） 

（６）全ての構成員の合併・営業譲渡履歴書（但し、合併又は営業譲渡をしていない

構成員のものは必要ない。） 

（７）全ての構成員の新規卒業者継続雇用申請書（但し、新規卒業者を採用し継続し

て雇用していない構成員のものは必要ない） 

（８）全ての構成員の次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第１３条

若しくは第１５条の２、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成

27年法律第64号）第９条若しくは第１２条又は青少年の雇用の促進等に関する法

律第１５条の規定による厚生労働大臣の認定に係る認定通知書の写し（但し、認

定を受けていない構成員のものは必要ない） 

（９）全ての構成員の次世代育成支援対策推進法第１２条第４項又は女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律第８条第７項の規定による一般事業主行動計画

の届出に係る届出書の写し（但し、届出をしていない構成員のものは必要ない） 

（１０）全ての構成員の協力雇用主の登録申告書（但し、協力雇用主登録をしていな

い構成員のものは必要ない） 

（１１）全ての構成員の申請しようとする業種の入札参加資格審査申請書の写し又は

全ての構成員の資格者名簿登載通知書の写し 

（１２）全ての構成員の「経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書」の写し 

２ 知事は、第１項の申請があったときは、審査を行い、審査結果を代表者に通知す

るものとする。 

３ 知事は、第１項の審査により適格とされた者を資格者名簿に登録するものとする。 

（入札参加資格審査） 

第11条 経常ＪＶの審査に当たっては、別に定めるところにより行うものとする。 

（登録の制限） 

第12条 資格者名簿に登録された経常ＪＶの構成員は、次の各号に該当する場合を除

き、他の経常ＪＶの構成員として登録できない。 

（１）構成員となっていた経常ＪＶが結成して１年以上経過した後、経常ＪＶの契約

期間の終了により解散した場合。 

（２）構成員となっていた経常ＪＶが他の構成員の倒産又は解散等により経常ＪＶの

契約期間内に解散した場合。 

（構成員変更の制限等） 

第13条 資格者名簿に登録された経常ＪＶの構成員の追加及び変更は認めない。また、

構成員の変更又は減少した経常ＪＶは、資格者名簿から抹消するものとする。 

（その他） 
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第14条 本要綱及び他の規定に特別の定めのない事項については、経常ＪＶの取扱い

は単体に準ずるものとする。 

 

附則 

 この要綱は、平成１１年８月２日から施行する。 

附則 

 この要綱は、平成１５年８月１日から施行する。 

附則 

 この要綱は、平成１６年１０月１日から施行する。 

附則 

 この要綱は、平成２１年３月３日から施行する。 

附則 

 この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

附則 

 この要綱は、令和５年９月１５日から施行し、令和６年４月１日以降の一般競争入

札及び指名競争入札に参加する経常ＪＶの取扱いに適用する。 

附則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


